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大阪市中央卸売市場東部市場衛生組合 

    低入札価格調査根拠資料作成要領           

                      

Ⅰ はじめに 

本件は、低入札価格調査制度による調査基準価格（以下「基準価格」という。）を設定しています。 

この基準価格に満たない価格の入札があった場合は落札を保留し、基準価格に満たない入札によって

契約の内容に適合した履行がなされるか否かを調査したうえで、落札者を決定します。 

調査の結果適合した履行がなされないおそれがあると認められた場合は、最低価格入札者であっても、

落札者となることができない場合があります。 

Ⅱ 調査において最低価格入札者を落札者としない判断基準 

 

（１） 根拠資料に不備又は記入漏れがあり、調査を行うことができない場合 

（２） ヒアリング等の調査に協力しない場合 

（３） 根拠資料の内容が仕様書に適合しない場合 

（４） 根拠資料に整合性がなく、ヒアリングの調査でも整合性が確認できない場合 

（５） 労働基準法等の関係法令を遵守していない場合 

 

Ⅲ 作成前の注意事項 

 

（１）根拠資料は、委託業務名、商号又は名称、主たる営業所（又は支店等）の所在地及び代表の氏名

等を記載し、使用印を押印した上で入札公告及び入札説明書のとおり提出してください。 

（２）根拠資料を提出しない者が行った基準価格を下回る価格による入札は無効となります。 

（３）根拠資料（本組合指定項目）については全て作成するものとし、該当するものがない根拠資料に

も「該当なし」と記載し提出してください。 

（４）低入札価格根拠資料は、提出期限後の差し替え及び再提出は認めません。ただし、本組合から根

拠資料の補足等を求められた場合は、所定の期限までに再提出をしてください。 

（５）根拠資料の作成等に要する費用は提出者の負担とします。 

（６）根拠資料に基づき調査した後、不明な点がある場合には、更にヒアリング等を行うことがありま

す。 

（７）根拠資料は、必要箇所に記入、署名、押印のうえ分散しないよう全調書を項目順に並べ、1 冊の

ファイル等に編綴したうえで 1部提出してください。 

（８）ヒアリングに応じない等、調査に協力しない場合は、落札者となることができません。 
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（９）当該根拠資料は、当該契約の内容に適合した履行の可能性を判断する資料であることから、提出

した報告書に虚偽の記載をした者は、今後本組合の入札に参加できない場合があります。 

Ⅳ 低入札価格根拠資料の作成 

１ 低入札価格根拠資料 （裏面：当該価格で入札した理由） 様式７－１ 

 

（１） 低入札価格根拠資料の表面は、委託業務名、商号又は名称、主たる営業所（又は支店等）の所在地及

び代表者（又は受任者）の氏名等を記載し、使用印を押印してください。 

（２） 裏面の当該価格で入札した理由（低価格で業務することが可能となる理由）は別途調査項目の手持業

務の状況、手持資材・機材の状況、再委託業者関係等の面などから箇条書きで記載してください。 

（３） 記載した内容が別途調査項目の具体的な記載内容で証明されていること。 

 

２ 積算資料 作成者独自様式 

 

  次の点に留意し、独自様式で明確にされていない場合は、説明資料を添付してください。なお、積

算合計金額は、入札金額と一致しなければなりません。 

（１） 直接人件費 

業務に係る人数、配置状況、労務単価等について明らかにされていること。 

（２） 直接物品費 

入札価格に含んだ材料費について、具体的な品目等をあげて明細を示すこと。 

（３） その他の経費（業務管理費、一般管理費等） 

（４） 全項目について単価、金額等を記入してください。 

（５） 節減理由があれば記入してください。 

（６） 見積価格等の場合は見積書の有無を記入し見積書写しを添付してください。 

 

３ 契約対象業務関連の手持業務の状況 様式７－２ 

（１） 手持業務の状況から、費用を節減できる内容があれば、説明資料を添付してください。 

（２） 業務を履行するにあたり、関連、連携する業務を記入し、記入した件名の契約書、仕様書等の写

しを添付してください。 

（３） 委託業務名、業務場所、履行期間及び金額（請負額）は、契約書に記載された内容を記入してく

ださい。 

（４） 業務責任者等の経歴、証書等の写しを添付してください。 

（５） 発注者とは、委託業務の注文者を言います。 

（６） 備考欄には、業務件名ごとに元請・再委託の区分を明記してください。 

（７） 該当項目が無い場合は「該当無し」と記載してください。 
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４ 過去に受託した業務及び履行状況 様式７－３ 

 

（１） 過去５年以内の元請として業務完了した同種又は類似の業務について契約日順に記入してくださ

い。（記入する業務は同種を優先としたうえで、受注実績が多い場合は 5 件分を記入してくださ

い。） 

（２） 該当業務の契約書の写しを添付してください。 

（３） 該当項目が無い場合は「該当無し」と記載してください。 

 

５ 積替保管・中間処分先等の詳細 様式７－４ 

 

（１） 業務を履行するにあたり、提携する積替保管・運搬業者名、中間処分業者名、それらの施設場所、

委託単価を記入してください。 

（２） 記入した業者の許可書の写し、見積書（単価）等の写しを添付してください。 

（３） 最終処分先は作成者独自様式でリストを提出してください。 

 

６ 誓約書 様式７－５ 

  

誓約事項を確認のうえ、所定の様式に委託業務名、商号又は名称、主たる営業所（又は支店等）の所

在地及び代表者（又は受任者）の氏名等を記載し、使用印を押印してください。 

 

７ その他  

 

（１） 契約後の扱い 

業務の遂行に当たっては、次のとおりの措置を行います。 

① この低入札価格根拠資料及び調査記録をもとに、ヒアリングを行います。この低入札根拠資料

の内容と異なる場合は、その理由等について確認します。 

② 内容確認のため随時点検を実施します。 

（２） 低入札価格根拠資料を作成したのちに、別紙「低入札価格根拠資料記載内容確認書」にて各項目

の記載内容を確認したうえで、「低入札価格根拠資料記載内容確認書」を低入札価格根拠資料に

添付してください。 

 

 


